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佐渡市 循環型社会形成推進地域計画 

 

 

佐 渡 市 

平成 24 年１月 26 日 

 

 

１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

(１)対象地域 

新潟県佐渡市（離島地域、豪雪地域、過疎地域） 

面  積 855.27km2（平成 20 年 10 月１日現在） 

人  口 63,231 人（平成 23 年３月 31 日現在） 
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(２)計画期間 

本計画は、平成 24 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までの５年間を計画期

間とする。なお、目標の達成状況や社会情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には

計画を見直すものとする。 

(３)基本的な方向 

本市は、日本海に浮かぶ佐渡島の全域を行政区域としており、島の大部分が国

定公園や県立自然公園に指定され、豊かで美しい自然環境に恵まれている。平成

20 年９月にトキの放鳥が行われ、27 年ぶりに佐渡の空に舞い、平成 23 年６月に

はジアス(GIAHS：世界農業遺産)の登録が決定した。 

しかし、私たちを取り巻く環境は、過疎・高齢化や生活・生産様式の変化によ

り、森林や農地の荒廃が進み、環境保全機能が低下してきている。また、大量生

産、大量消費、大量廃棄を基調とする社会の進展から、大気汚染や水質汚濁、廃

棄物の増大などといった身近な環境問題が顕在化している。さらに地球温暖化や

酸性雨、海岸漂着ごみなど、地域や国境を越えた地球規模による環境破壊も問題

となっている。 

このような社会的な背景から本市では、平成 17 年３月に「佐渡市環境基本条

例」を制定し、平成 19 年３月に「佐渡市環境基本計画」を策定した。また、これ

らを踏まえた上で策定した、本市における循環型社会形成を推進するための基本

的な事項は次に示すとおりである。 

１．廃棄物の発生抑制と循環的利用の促進を実施するために、住民・事業者・行

政が連携して環境に配慮したまちづくりを推進する。 

２．環境教育や環境学習の取組を進めることで、社会全体で３Ｒ活動の推進のた

めの意識改革を図る。 

３．生ごみの堆肥化に対する助成を継続して実施するとともに、食品廃棄物等の

堆肥化に関するモデル事業を実施することにより、有機性廃棄物のリサイクル

を推進する。 

４．レジ袋の有料化やマイバッグ(買い物袋)等の持参運動の普及展開を支援する。 

５．指定袋及び直接搬入ごみ（特に事業系）における価格改定に関する検討につ

いて実施時期を見極めながら慎重に進めて行く。 

６．循環型社会を構築する基盤として、廃棄物の適正な処理体制をさらに充実さ

せるため、一般廃棄物のごみ処理施設や最終処分場の整備を計画的に行う。 

７．下水道や集落排水施設、合併処理浄化槽などの生活排水処理施設の整備を進

めるとともに、生し尿等を下水道の終末処理場にて処理し、生活排水処理施設

の効率化を図る。 

８．県や警察、不法投棄監視員などと連携して廃棄物の不法投棄や野焼きなどを

未然に防止する。 

９．新潟県地域計画に従って海岸漂着ごみ対策を推進するとともに、市民や事業

者などと連携、協働して海岸漂着ごみの回収・処理を実施する。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

(１)一般廃棄物等の処理の現状 

平成 22 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

総排出量は、23,962 トンであり、再生利用される「総資源化量」は 4,864 トン、

リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量）／ごみの総処

理量＋集団回収量）は 20.3％である。 

中間処理による減量化量は 17,529 トンであり、排出量の約 73％が減量化され

ている。また、排出量の約６％にあたる 1,569 トンが埋め立てられている。 

なお、中間処理量のうち、焼却処理量は 19,218 トンである。各焼却施設では、

温水の場内利用及び冬期間の暖房や蒸気を利用して冬期間の白煙防止対策を行っ

ている。 

ｔ

ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ

ｔ ｔ887 1,569

3.7% 6.5%

543 139

直接最終処分量 2.3% 0.6% 最終処分量

0% 70.4% 73.2%

処理後最終処分量 溶融後最終処分量

自家処理量 減量化量 総減量化量

0 16,865 17,529

23,962 ｔ
23,962 21,282 2,353 664

100% 88.8% 9.8% 2.8%

7.5% 6.3% 6.5%

排出量 計画処理量 中間処理量 灰溶融処理量 減量化量

直接資源化量 処理後再生利用量 溶融後再生利用量

1,793 1,521 1,550

集団回収量 総資源化量

0 ｔ
4,864

20.3%

 

※ 図内の割合については、数値を四捨五入している都合上、合計が一致しないところがある。 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 22 年度） 

 

(２)生活排水の処理の現状 

平成 22 年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図２に示すと

おりである。 

生活排水処理対象人口は、全体で 64,044 人であり、汚水衛生処理人口は 28,710

人、汚水衛生処理率は 44.8％である。 

し尿発生量は 10,418kℓ/年、浄化槽汚泥発生量は 10,856kℓ/年であり、処理・

処分量（＝収集・運搬量）は 21,274kℓ/年である。 
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図２ 生活排水の処理状況フロー（平成 22 年度） 

 

(３)一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目

指し、表１のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくもの

とする。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

総排出量 トン トン ( %)

１事業所当たりの排出量※２ トン/事業所 トン/事業所 ( %)

総排出量 トン トン ( %)

１人当たりの排出量※３ ｋｇ/人 ｋｇ/人 ( %)

事業系家庭系排出量合計 トン トン ( %)

 直接資源化量 トン ( %) トン ( %)

 総資源化量 トン ( %) トン ( %)

 熱回収量（年間の発電電力量） MWh MWh

 中間処理による減量化量 トン ( %) トン ( %)

 埋立最終処分量 トン ( %) トン ( %)

※１　排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合

※２　（１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数）

※３　（１人当たりの排出量）＝｛（家庭系ごみの総排出量）－（家庭系ごみの資源ごみ量）｝／（人口）

《指標の定義》

　　排　出　量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕

　　再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕

　　熱回収量　：熱回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕

　　減量化量　：中間処理量と処分後の残さ量の差〔単位：トン〕

　　最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

 事業系 5,072 4,294 -15.3

排 出 量  家庭系 18,890 17,254 -8.7

1.00

指　　　　　標
現　状 (割合※１) 目　標 (割合※１)

（平成22年度） （平成29年度）

 合　計 23,962 21,548 -10.1

1.10 -9.1

4,864 20.3 4,732 22.0

246 232 -5.7

減 量 化 量 17,529 73.2 15,409 71.5

再 生 利 用 量
1,793 7.5 1,984 9.2

最 終 処 分 量 1,569 6.5 1,407 6.5

熱 回 収 量 － －
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660 147
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※ 図内の割合については、数値を四捨五入している都合上、合計が一致しないところがある。 

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（平成 29 年度） 

 

(４)生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり汚水衛生処理率の向上に

取り組んでいくものとする。 

 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

１．計画処理区域内人口 人 人

２．水洗化・生活雑排水処理人口 人 人

(１)コミュニティ・プラント人口 人 人

(２)合併処理浄化槽人口 人 人

(３)下水道人口 人 人

(４)農(漁)業集落排水施設人口 人 人

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

（単独処理浄化槽人口）

４．非水洗化人口 人 人

(１)し尿収集人口 人 人

(２)自家処理人口 人 人

５．計画処理区域外人口 人 人

６．汲み取りし尿量

７．浄化槽汚泥量

８．し尿・汚泥量の合計

5,921 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

11,822 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

生
活
排
水
処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

8,094 (13.9%)

8,084 (13.9%)

10 (0.0%)

0 (0.0%)

5,901 ｷﾛﾘｯﾄﾙ

8,932 人 (15.4%)

4,943 (8.5%)

33,677 (57.9%)

2,510 (4.3%)

(44.8%)

(0.0%)

(11.1%)

平成29年度目標

58,156 (100.0%)

41,130 (70.7%)

0 (0.0%)

(23.8%)

(0.3%)

(0.0%)

平成22年度実績

64,044

28,710

0

7,079

20,248

(100.0%)

(31.6%)

15,471

1,383

人

(2.2%)

(31.0%)

(24.2%)

21,274

19,863

ｷﾛﾘｯﾄﾙ

ｷﾛﾘｯﾄﾙ

ｷﾛﾘｯﾄﾙ

15,258

213

0

10,418

10,856
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３ 施策の内容 

 

(１)発生抑制、再利用の推進 

 

ア 廃棄物の発生抑制と循環的利用の促進 

イベントごみ減量化大作戦等の各地で実施されるイベント開催時における

廃棄物の発生抑制に関する取り組みを支援するとともに、ごみ処理施設見学会

にて分別収集や３Ｒ活動の重要性を啓発し、廃棄物の減量化や循環利用の意識

を高める。 

 

イ 環境教育の推進 

市のホームページや広報により市民に廃棄物に関する情報を積極的に提供

するとともに、環境教育・環境学習への取り組みを進め、社会全体で３Ｒ活動

推進のための意識改革を図る。 

 

ウ 有機性廃棄物の堆肥化 

生ごみの堆肥化の普及促進のため、生ごみ処理容器の助成に関する広報活動

を継続的に実施する。また、生ごみ及び食品廃棄物などの堆肥化を取り組むに

あたりモデル事業を実施し、有機性廃棄物の循環利用を推進する。 

 

エ マイバッグ・レジ袋対策 

レジ袋配布有料化の協力店舗との協働作業を継続するとともに、マイバッグ

（買い物袋）運動等を推進して啓発普及を図る。 

 

オ 指定袋等の価格改定 

指定袋及び直接搬入ごみ（特に事業系）における価格改定に関する検討につ

いて実施時期を見極めながら慎重に進めて行く。 

 

カ 生活排水対策 

家庭等から排出される汚濁負荷量の削減のため、次の啓発活動の強化を図る。 

・広報活動の実施 

・廃油ポット、三角コーナーネット、拭取紙等の排出抑制用品の普及 

・無リン洗剤、せっけんの利用 

・廃食油の回収 
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(２)処理体制 

 

ア 家庭ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。 

現状、全市にて統一した分別区分を設定して分別収集を実施しており、今後

も現状の分別収集を継続的に実施していくものとする。 

処理施設については、佐渡クリーンセンターにおいて長寿命化計画を策定す

ることにより施設の延命化について検討するとともに、真野クリーンパークの

主堰堤嵩上げ工事を実施し、埋立容量を確保する。 

 

イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

今後も家庭ごみの分別区分に準じ、分別収集、処分を行う。 

多量の事業系一般廃棄物を排出する事業者に対しては、３Ｒ活動の推進や適

正処理に関する指導により減量化に向けた協力体制を築くものとする。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現状では、下水汚泥をごみ処理施設にて焼却処分しており、今後も下水汚泥

の焼却処分を継続して行う。 

 

エ 生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、引き続き、下水道や集落排水施設等が整備され

ていない人口散在地域等で合併処理浄化槽の整備を進めていく。また、下水道

や集落排水施設等が整備される予定の地域であっても、おおむね７年以内に供

用開始が見込まれない地域についても合併処理浄化槽の整備対象地域とする。 

また、し尿・浄化槽汚泥（集落排水施設等からの汚泥を含む）については、

現在、国仲清掃センター及び南佐渡し尿処理センターにて処理している。ただ

し、国府川浄化センター内にて整備が進められている「し尿受入施設」が供用

開始予定の平成 26 年度以降は国府川浄化センターにて処理するものとする。 
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オ 今後の処理体制の要点 

 

◇ 佐渡クリーンセンターにおいて長寿命化計画を策定し、延命化計画

に基づき施設整備を実施していく。 

◇ 真野クリーンパークの主堰堤嵩上げ工事を実施し、埋立容量を確保

する。 

◇ 多量の事業系一般廃棄物を排出する事業者に対しては、３Ｒ活動の

推進や適正処理に関する指導により減量化に向けた協力体制を築く

ものとする。 

◇ 新たに国府川浄化センターにて整備するし尿受入施設において、し

尿・浄化槽汚泥等を受け入れ、国府川浄化センターにて処理する。 
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(３)処理施設の整備 

 

ア 廃棄物処理施設 

上記(２)の処理体制で処理を行うため、表４のとおり必要な施設整備を行う。

なお、今後、佐渡クリーンセンター長寿命化計画の内容に基づき必要な施設整

備を行う予定である。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業番号 整備施設種類 事 業 名 処理能力 設置(予定)地 事業期間

１ 最終処分場

真野クリーンパーク

主堰堤第２期嵩上げ

工事 

46,752ｍ3 
佐渡市真野大川 

453-1 
H25 

（整備理由） 

  事業番号１ 埋立処分を継続するための最終処分場における主堰堤の嵩上げ工事 

 

イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表５のとおり行う。 

 

表５ 合併処理浄化槽への移行計画 

事業番号 事   業 

直近の整備済 

基数 (基) 

(平成22年度)

整備計画 

基数 

(基) 

整備計画 

人口 

(人) 

事業期間 

２ 浄化槽設置整備事業    1,954        540      1,635   H24～H28 

（整備理由） 

事業番号２ 佐渡市集合処理(公共下水道、漁業集落排水、農業集落排水)事業計画区域外におい

て合併処理浄化槽の設置を推進する。ただし、集合処理事業計画区域内であっても、

おおむね７年以内に供用開始が見込まれない区域については合併処理浄化槽の整備対

象とする。 

 

(４)施設整備に関する計画支援事業 

(３)の施設整備に先立ち、表６のとおり計画支援事業を行う。 

 

表６ 実施する計画支援事業 

事業番号 事   業   名 事 業 内 容 事業期間

３２ 

真野クリーンパーク主堰堤第２期 

嵩上げ工事（事業番号１）に係る 

実施設計書作成事業 

実施設計等 H24 
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（５）廃棄物処理施設における長寿命化計画策定支援事業 

廃棄物処理施設における長寿命化計画策定支援事業については、表７のとお

り行う。 

 

表７ 実施する長寿命化計画策定支援事業 

事業番号 事   業   名 事 業 内 容 事業期間

３１ 
佐渡クリーンセンターに係る 

長寿命化計画策定支援事業 
長寿命化計画策定 H24 

 

(６)その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア 適正処理困難物対策 

市が適正に処理することが困難な一般廃棄物の適正処理を確保するため、製

造・販売業者による回収や産業廃棄物処理業者の活用を推進し、市民などに適

切な情報提供を行う。 

 

イ 不法投棄対策 

廃棄物の不法投棄や野焼きを未然に防止するため、不法投棄監視員を中心と

した地域による防止体制を強化するとともに、県や警察などとも連携してパト

ロールを実施する。また、不法投棄情報の収集を行い不法投棄物の撤去を推進

する。 

 

ウ 海岸漂着ごみ対策 

新潟県地域計画に従って海岸漂着ごみ対策を推進するとともに、市民や事業

者などと連携、協働して海岸漂着ごみの回収・処理を実施する。 

 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

平成 19 年度に策定した佐渡市災害廃棄物処理計画に基づき、災害時に発生

する廃棄物の広域的処理体制をすみやかに整えるとともに、災害の規模に応じ

て地域内及び周辺地域からの協力を得ながら適正な処理を実施する。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

(１)計画のフォローアップ 

佐渡市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必

要に応じて新潟県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の

見直しを行う。 

 

(２)事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、

速やかに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させる

ものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しする

ものとする。 
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（添 付 資 料） 

・対象地域図 
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・目標の設定に関するグラフ等（家庭ごみ） 

 

0

5,000
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ご
み
排
出
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(ｔ
/年

)

年 度

燃えるごみ 燃えないごみ 資源ごみ その他ごみ 粗大ごみ
 

燃えるごみ 燃えないごみ 資 源 ご み その他ごみ 粗 大 ご み 合 計

平成17年度 16,883 758 2,518 7 308 20,474

平成18年度 16,861 803 2,514 32 337 20,547

平成19年度 16,544 1,453 2,648 74 571 21,290

平成20年度 16,040 2,432 2,462 106 481 21,521

平成21年度 13,971 730 3,279 148 345 18,473

平成22年度 13,973 652 3,118 920 227 18,890

平成23年度 14,704 549 2,567 600 335 18,755

平成24年度 14,383 537 2,640 600 331 18,491

平成25年度 14,072 526 2,711 600 326 18,235

平成26年度 13,768 515 2,779 600 321 17,983

平成27年度 13,468 504 2,846 600 317 17,735

平成28年度 13,176 494 2,910 600 312 17,492

平成29年度 12,891 483 2,971 600 309 17,254

実

績

将

来

見

込

み
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・分別区分説明資料 
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・現有処理施設の概要 

 

〔ごみ処理施設〕 

 両津ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 佐渡ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

郵便番号 952-3421 952-1324 

住 所 佐渡市吾潟 1891 佐渡市中原 103 

敷地面積 11,400ｍ2 16,563ｍ2 

竣工年月 平成 11 年３月 平成 10 年６月 

ごみ焼却処理施設 

炉形式 
准連続燃焼式焼却炉

(流動床炉) 

全連続燃焼式焼却炉 

(ｽﾄｰｶ炉) 

焼却能力 
40ｔ/日 

(20ｔ/16ｈ×２炉) 

120ｔ/日 

(60ｔ/24ｈ×２炉) 

粗大ごみ処理施設 

処理方式 破砕圧縮併用方式 破砕・圧縮・選別 

破砕能力 
10ｔ/日 

(10ｔ/５ｈ×１基) 

25ｔ/日 

(25ｔ/５ｈ×１基) 

備 考  

平成 15 年 11 月から

16 時間運転を 24 時

間運転に変更 

 

〔灰溶融固形化施設〕 

 灰溶融固形化施設 

「ﾒﾙﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰ佐渡」

郵便番号 952-3435 

住 所 
佐渡市両津大川 

925-1 

敷地面積 9,626ｍ2 

竣工年月 平成 13 年３月 

炉形式 
ﾃﾙﾐｯﾄ式両面 

灰溶融炉 

処理能力 
14.5ｔ/日 

(14.5ｔ/24ｈ×１炉) 

備 考  
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〔廃プラスチック処理施設〕 

 廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ処理施設

郵便番号 952-1324 

住 所 佐渡市中原 103 

敷地面積 335ｍ2 

竣工年月 平成 21 年３月 

処理方式 選別・圧縮 

処理能力 2.0～2.5ｔ/ｈ 

備 考  

 

〔ストックヤード〕 

 ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ 

郵便番号 952-0113 

住 所 
佐渡市新穂皆川 

457-1 

敷地面積 725ｍ2 

竣工年月 平成 21 年３月 

保管内容 溶融スラグ 

保管能力 280ｍ2 

備 考  

 

〔一般廃棄物最終処分場〕 

 一般廃棄物最終処分場 

「真野ｸﾘｰﾝﾊﾟｰｸ」 
南佐渡一般廃棄物最終処分場 

郵便番号 952-0301 952-0603 

住 所 佐渡市真野大川 453-1 佐渡市小木木野浦 65 

竣工年月 平成 15 年３月 平成８年３月 

敷地面積 26,324ｍ2 17,300ｍ2 

埋立面積 8,146ｍ2 8,803ｍ2 

埋立容量 46,752ｍ3 47,880ｍ3 

埋立物の種類 溶融飛灰、不燃残渣、ｽﾗｸﾞ 焼却灰、不燃ごみ 

浸出水処理能力 40ｍ3/日 25ｍ3/日 

備 考   
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〔し尿処理施設〕 

 国仲清掃ｾﾝﾀｰ 南佐渡し尿処理ｾﾝﾀｰ

郵便番号 952-1311 952-0603 

住 所 佐渡市八幡 1913 
佐渡市小木木野浦 

163-2 

敷地面積 15,499ｍ2 4,372ｍ2 

竣工年月 昭和 51 年３月 昭和 60 年３月 昭和 60 年３月 

処理方式 
加温式ｶﾞｽ撹拌 

消化方式 

二段活性汚泥法 

処理方式＋高度処理 

高負荷脱窒素処理 

方式+膜分離処理 

処理能力 20kL/日 30kL/日 20kL/日 

備 考   
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2
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年
度
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0

1
.0
9

1
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9

2
1
,2
9
0

2
1
,5
2
1

2
6
3

⑴
地
域
名

⑷
構
成
市
町
村
名

⑵
地
域
内
人
口

⑸
地
域
の
要
件
※

佐
渡
市

※
交
付
要
綱
で
定
め
る
交
付
対
象
と
な
る
要
件
の
う
ち
、
該
当
す
る
項
目
全
て
に
○
を
つ
け
る
。

(H
2
3
.3
.3
1
)

6
3
,2
3
1

8
5
5
.2
7

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
事
業
実
施
計
画
総
括
表
１
（
平
成
2
4
年
度
）

佐
渡
市

⑶
地
域
面
積

人
口

面
積

沖
縄

離
島

奄
美

豪
雪

山
村

半
島

過
疎

そ
の
他

1
.2
8

5
,0
4
5

5
,0
5
2

１
事
業
所
当
た
り
の
総
排
出
量
（
ﾄﾝ
/
事
業
所
）

熱
回

収
量

中
間
処
理
に
よ
る
減
量
化
量

最
終

処
分

量

⑹
構
成
市
町
村
に
一
部
事
務
組
合
等
が

　
含
ま
れ
る
場
合
、
当
該
組
合
の
状
況

排
出

量

事
業
系

家
庭
系

合
計

目
標

過
去
の
状
況
・
現
状
（
排
出
量
に
対
す
る
割
合
）

平
成
2
1
年
度

平
成
2
2
年
度

1
9
,0
0
0

再
生

利
用

量

平
成
1
7
年
度

5
,8
7
5

4
,8
4
8

2
0
,0
9
6

(7
6
.3
%
)

1
9
,4
3
1

平
成
2
9
年
度

平
成
1
8
年
度

(H
2
2
比
 -
1
5
.3
%
)

(H
2
2
比
 -
 8
.7
%
)

5
,0
1
9

平
成
1
9
年
度

2
3
9

5
,0
7
2

1
.0
6

1
.0
8

1
.1
0

両
津
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

型
式
及
び
処
理
方
式

補
助
の
有
無
処
理
能
力
(単
位
)
開
始
年
月

(H
2
2
比
 -
1
0
.1
%
)

( 
 9
.2
%
 )

( 
2
2
.0
%
 )

( 
7
1
.5
%
 )

( 
 6
.5
%
 )

現
　
有
　
施
　
設
　
の
　
内
　
容

処
理
能
力
(単
位
)

施
　
設
　
種
　
別

事
業
主
体

佐
渡
市

4
0
(ｔ
/
1
6
h
)
平
成
1
1
年
４
月

－

予
定
さ
れ
て
い
る
埋
立
容
量
を

確
保
す
る
た
め

備
考

更
新
、
廃
止
、
新
設
の
内
容

更
新
、
廃
止
予
定
年
月
日

更
新
、
廃
止
、
新
設
理
由

型
式
及
び
処
理
方
式

施
設
竣
工
予
定
年
月

ﾃ
ﾙ
ﾐｯ
ﾄ式

両
面
灰
溶
融
方
式

有
1
4
.5
(ｔ
/
2
4
h
)
平
成
1
3
年
４
月

－

一
般
廃
棄
物
最
終
処
分
場

佐
渡
市

準
好
気
性
平
地
埋
立

有
4
6
,7
5
2
(ｍ
3
)
平
成
1
5
年
４
月

平
成
2
5
年
６
月

準
好
気
性
平
地
埋
立

佐
渡
市

準
好
気
性
平
地
埋
立

有
4
7
,8
8
0
(ｍ
3
)

－

平
成
2
5
年
1
2
月

4
6
,7
5
2
(ｍ
3
)

主
堰
堤
第
２
期

嵩
上
げ
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4
　
生
活
排
水
処
理
の
現
状
と
目
標

指
標
・
単
位

総
人
口

　
汚
水
衛
生
処
理
人
口

　
汚
水
衛
生
処
理
率

　
汚
水
衛
生
処
理
人
口

　
汚
水
衛
生
処
理
率

　
汚
水
衛
生
処
理
人
口

　
汚
水
衛
生
処
理
率

　
汚
水
衛
生
未
処
理
人
口

※
別
添
資
料
と
し
て
指
標
と
人
口
等
の
要
因
に
関
す
る
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ
を
添
付
し
た
。
（
添
付
資
料
３
）

5
　
浄
化
槽
の
整
備
の
状
況
と
更
新
、
廃
止
、
新
設
の
予
定

※
計
画
地
区
内
の
施
設
の
状
況
（
現
況
、
予
定
）
を
地
図
上
に
示
し
た
も
の
を
添
付
し
た
。
（
添
付
資
料
４
）
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容
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次
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佐
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年
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.1
%

4
.3
%

4
,9
4
3

8
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.9
%

2
,5
1
0

1
,9
5
4

7
,0
7
9
平
成
3
年
4
月

5
4
0

1
,6
3
5
平
成
2
9
年
度



- 21 - 

 

 

 

 

 

【
添
付
資
料
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－
１
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0
年
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年
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年
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年
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年
度

2
2
,4
6
6

4
,4
8
3

1
7
,9
8
3

1
,8
9
2

4
,6
1
1

1
6
,4
1
3

1
,4
4
2

平
成
2
7
年
度
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年
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年
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排
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0
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0
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接
資
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総
減
量
化
量

最
終
処
分
量
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【添付資料１－２】　人口及び事業所数の推移　

平成17年度 68,722 4,589

平成18年度 67,880 4,582

平成19年度 66,779 4,613

平成20年度 65,850 4,644

平成21年度 64,899 4,675

平成22年度 64,044 4,627

平成23年度 63,168 4,579

平成24年度 62,303 4,532

平成25年度 61,451 4,485

平成26年度 60,610 4,439

平成27年度 59,781 4,394

平成28年度 58,963 4,348

平成29年度 58,156 4,304
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績
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【添付資料２】　計画地域内の施設の状況（現況、予定）

灰溶融固形化施設

「ﾒﾙﾃｨﾝｸﾞｾﾝﾀｰ佐渡」

両津ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ佐渡ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ処理施設

南佐渡一般廃棄物最終処分場

南佐渡し尿処理ｾﾝﾀｰ

国仲清掃ｾﾝﾀｰ

(仮称)し尿受入施設

一般廃棄物最終処分場

「真野ｸﾘｰﾝﾊﾟｰｸ」
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,7
9
4

0
6
9
,7
9
4

0
0

0

1
佐
渡
市

4
6
,7
5
2
ｍ
3

2
5

2
5

6
9
,7
9
4

6
9
,7
9
4

6
9
,7
9
4

6
9
,7
9
4

2
2
5
,0
7
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

2
2
5
,0
7
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

2
佐
渡
市

5
4
0
基

2
4

2
8

2
2
5
,0
7
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

2
2
5
,0
7
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

2
,2
2
6

2
,2
2
6

0
0

0
0

2
,2
2
6

2
,2
2
6

0
0

0
0

3
2
佐
渡
市

1
式

2
4

2
4

2
,2
2
6

2
,2
2
6

2
,2
2
6

2
,2
2
6

4
,9
0
4

4
,9
0
4

0
0

0
0

4
,9
0
4

4
,9
0
4

0
0

0
0

3
1
佐
渡
市

1
式

2
4

2
4

4
,9
0
4

4
,9
0
4

4
,9
0
4

4
,9
0
4

3
0
1
,9
9
9

5
2
,1
4
5

1
1
4
,8
0
9

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

3
0
1
,9
9
9

5
2
,1
4
5

1
1
4
,8
0
9

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

4
5
,0
1
5

※
１
事
業
番
号
に
つ
い
て
は
、
計
画
本
文
３
(3
)表
４
に
示
す
事
業
番
号
及
び
様
式
３
の
施
設
整
備
に
関
す
る
事
業
番
号
と
一
致
さ
せ
る
こ
と
。
ま
た
、
様
式
３
に
示
す
施
策
の
う
ち
関
連
す
る
も
の
が
あ
れ
ば
、
合
わ
せ
て
番
号
を
記
入
す
る
こ
と
。

※
２
広
域
連
合
、
一
部
事
務
組
合
等
に
つ
い
て
は
、
欄
外
に
構
成
す
る
市
町
村
を
注
記
す
る
こ
と
。

※
３
実
施
し
な
い
事
業
の
欄
は
削
除
し
て
構
わ
な
い
。

※
４
同
一
施
設
の
整
備
で
あ
っ
て
も
、
交
付
金
を
受
け
る
事
業
主
体
ご
と
に
記
載
す
る
。

最
終
処
分
場
整
備

○
浄
化
槽
に
関
す
る
事
業

○
最
終
処
分
に
関
す
る
事
業

佐
渡
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
に
係
る
長
寿
命
化
計
画
策
定

浄
化
槽
設
置
整
備

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
事
業
実
施
計
画
総
括
表
２
（
平
成
２
４
年
度
）

事
業
主
体

名
　
　
　
称

※
２

事
業
期
間

交
付
期
間

備
　
　
考

事
　
業
　
種
　
別

総
事
業
費
（
千
円
）

交
付
対
象
事
業
費
（
千
円
）

事
業

番
号
※
１

規
　
模

○
廃
棄
物
処
理
施
設
に
お
け
る

　
 長
寿
命
化
計
画
策
定
支
援
に
関
す
る
事
業

合
  
  
 　
　
計

最
終
処
分
場
整
備
に
係
る
実
施
設
計
書
作
成

○
施
設
整
備
に
関
す
る
計
画
支
援
に
関
す
る
事
業
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様 式 ３

開始 終了
平成

２４年度

平成

２５年度

平成

２６年度

平成

２７年度

平成

２８年度

11
廃棄物の発生抑制と
循環的利用の促進

広報やイベントの開催により具体的な
施策を推進するとともにごみ処理施設
見学会において啓発活動を実施する

佐渡市 H24 H28

12 環境教育の推進
環境教育・環境学習への取り組みを進
め、社会全体で３Ｒ活動推進のための
意識改革を図る

佐渡市 H24 H28

13
有機性廃棄物の
堆肥化

広報による啓発や生ごみ処理容器の助成を
実施する

佐渡市 H24 H28

14 ﾏｲﾊﾞｯｸﾞ・ﾚｼﾞ袋対策
レジ袋配布有料化の協力店舗との協働作業
を継続するとともに、マイバッグ運動等を推進
して啓発普及を図る

佐渡市 H24 H28

15 指定袋等の価格改定
指定袋及び直接搬入ごみ（特に事業系）にお
ける価格改定に関する検討について実施時
期を見極めながら慎重に進めて行く

佐渡市 H26 H28

16 生活排水対策
汚濁負荷量の削減のための啓発活動の強化
を図る

佐渡市 H24 H28

21 分別収集の啓発
分別収集の徹底を図るべく広報やごみの分
別ガイドブック等の発行を継続的に実施する

佐渡市 H24 H28

1
真野ｸﾘｰﾝﾊﾟｰｸ主堰堤
第２期嵩上げ工事

主堰堤を増設することにより、予定されている
埋立容量を確保する

佐渡市 H25 H25 ○

2 合併処理浄化槽整備 浄化槽設置整備事業 佐渡市 H24 H28 ○

32 １の計画支援 実施設計等 佐渡市 H24 H24 ○

31
佐渡ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰに係る
長寿命化計画策定支援

長寿命化計画策定 佐渡市 H24 H24 ○

41 適正処理困難物対策
製造・販売業者による回収や産業廃棄物処
理業者の活用を推進し、市民などに適切な情
報提供を行う

佐渡市 H24 H28

42 不法投棄対策
県や警察、不法投棄監視員などと連携して不
法投棄を未然に防ぐとともに、不法投棄物の
撤去を推進する

佐渡市 H24 H28

43 海岸漂着ごみ対策

新潟県地域計画に従って海岸漂着ごみ対策
を推進するとともに、市民や事業者などと連
携、協働して海岸漂着ごみの回収・処理を実
施する

佐渡市 H24 H28

44
災害時の廃棄物処理に
関する事項

佐渡市災害廃棄物処理計画に基づき、災害
時に発生する廃棄物の広域的処理体制を整
え、地域内及び周辺地域からの協力を得て
適正な処理を実施する

佐渡市 H24 H28

※１ 処理施設の整備に係る事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式２の事業番号と一致させること。

施設整備に
係る計画支
援に関する
もの

廃棄物処
理施設にお
ける長寿命
化計画策
定支援に関
するもの

その他

備　　考
交付金

必要の

要否

事業

番号

※１

実施
主体

事　　　業　　　計　　　画

処理体制
の構築、変
更に関する
もの

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策の名称施策種別

処理施設
の整備に関
するもの

発生抑制、
再使用の
推進に関す
るもの

施策の内容

事業期間

交付期間

啓 発 ・ 推 進

環境教育の推進・普及

啓 発 普 及 ・ 助 成

啓 発 普 及

価格改定の検討

啓 発 普 及

啓 発 普 及

啓 発 ・ 情 報 提 供

パ ト ロ ー ル ・ 撤 去

地域計画の推進、回収・処理

事業実施

合 併 処 理 浄 化 槽 整 備

実施設計計画策定

実施設計

広域的処理体制による適正な処理

 



- 28 - 

【参考資料様式３】

(1) 事業主体名

(2) 施設名称

(3) 工期

(4) 処分場面積、容積 総面積 26,324 ｍ2 埋立面積 8,146 ｍ2 埋立容積 46,752 ｍ3

(6) 跡地利用計画

(7) 地域計画内の役割

有 無

(9) 事業計画額

主堰堤を増設することにより、予定されている埋立容積を確保し、
埋立処分作業を埋立終了年度まで継続的に行うことが可能となる。

６９，７９４千円

 都道府県名　新　潟　県　

施設概要（最終処分場系）

(5) 処分開始年度
　　及び終了年度

(8) 廃焼却施設解体工事
　　の有無

佐　渡　市

一般廃棄物最終処分場　「真野クリーンパーク」

平成２５年度

埋立開始　平成１５年度
埋立終了　平成２９年度

埋立終了後の跡地は、整地を行い、緑地として保全する
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平成 24 28 年度

（以下の事業を実施する場合）

・ 0 千円

・ 0 千円

○　事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

（ 人分）

基 （ 基

基 （ 基

基 （ 基

基 （ 基

基 （ 基

基 （ 基

基 （ 基

基

基 （ 基

0 0

合 計 540 1,635 人分） 150 225,075,000 225,075,000 225,075,000

計画策定調査費

0 0

改 築 0 0

51人槽以上 人分）

0 0

31～50人槽 人分） 0 0

21～30人槽 人分）

5,880,000 5,880,000

11～20人槽 人分） 0 0

８～10人槽 10 90 人分） 5,880,000

118,980,000

６～７人槽 215 755 人分） 60 100,215,000 100,215,000 100,215,000

単独撤去 支出予定額

5人槽 315 790 人分） 90 118,980,000 118,980,000

低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に係る事業費

浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費

【浄化槽設置整備事業の場合】

人槽区分
交付対象基数 うち

基準額
対象経費 交付対象

事業費1,635

・その他上記の地域と同等以上に雑排水対策を推進する必要があると認められる地域

・下水道の整備が当分の間見込まれない下水道事業計画区域内の地域

　であって、上記の生活排水対策重点地域に該当する地域。

⑹　事業計画額

交 付 対 象 事 業 費 225,075 千円

　うち

⑸　事業対象地域の要件

・水質汚濁防止法第14条の7第1項に規定する生活排水対策重点地域

・自然公園法第2条第1項に規定する自然公園等すぐれた自然環境を有する地域

⑵　事業名称 浄化槽設置整備事業

⑶　事業の実施目的及び内容
生活雑排水による公共水域の水質汚濁を防止すると共に、生活環境の保
全を図るため、個人等で浄化槽を設置しようとする者に対して補助制度を
設け、普及促進を図る。

⑷　事業期間 年度～

[参考資料様式５]

施設概要（浄化槽系）

都 道 府 県 名 新 潟 県

⑴　事業主体名 佐渡市
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【参考資料様式６】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 新 潟 県 

 

(1) 事業主体名 佐 渡 市 

(2) 事業目的 廃棄物処理施設の長寿命化計画策定 

(3) 事業名称 

佐渡ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

に係る長寿命化 

計画策定 

  

(4) 事業期間 平成24年度   

(5) 事業概要 

佐渡ｸﾘｰﾝｾ ﾝ ﾀ ｰにお

ける施設保全及び

延命化のため、長寿

命化計画を策定す

る 

  

 

(6) 事業計画額 4,904千円   

 

 



- 31 - 

【参考資料様式６】 

計 画 支 援 概 要 

 

都道府県名 新 潟 県 

 

(1) 事業主体名 佐 渡 市 

(2) 事業目的 事業番号１を実施するための計画支援 

(3) 事業名称 

事業番号１に係る 

実施設計書作成 

事業 

  

(4) 事業期間 平成24年度   

(5) 事業概要 

最終処分場の主堰

堤増設工事を発注

するために必要な

実施設計書を作成

する 

  

 

(6) 事業計画額 2,226千円   
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